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議 案 第 １ ６ 号 

 

 

平 成 ２ ６ 年 度 富 士 見 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

（総則） 

第１条 平成２６年度富士見市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 年間処理水量 １２，１０１，５５０㎥ 

(2) 水洗化世帯戸数 ４９，８００戸 

(3) 主要な建設改良事業 

管渠布設距離 ５，８１０ｍ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 下 水 道 事 業 収 益 １，８４１，９１０千円 

第１項 営 業 収 益 １，２８１，８４５千円 

第２項 営 業 外 収 益 ５６０，０６４千円 

第３項 特 別 利 益 １千円 

支         出 

第１款 下 水 道 事 業 費 用 １，５４８，２４１千円 

第１項 営 業 費 用 １，２３６，０４８千円 

第２項 営 業 外 費 用 ２９１，７７３千円 

第３項 特 別 損 失 １９，９２０千円 

第４項 予  備  費 ５００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額７６１，５１８千円は、過年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額２７，２２４千円、過年度分損益勘定留保資金７３４，２９４千
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円で補填するものとする。）。 

収         入 

第１款 資 本 的 収 入 １，１４５，６８３千円 

第１項 企  業  債 ６８０，４００千円 

第２項 国庫(県)補助金 ２９４，０００千円 

第３項 負  担  金 １７１，２８３千円 

支         出 

第１款 資 本 的 支 出 １，９０７，２０１千円 

第１項 建 設 改 良 費 １，１０４，１１７千円 

第２項 償  還  金 ８０２，０８４千円 

第３項 予  備  費 １，０００千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

起債の目的 
限度額 

(千円) 
起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 368,500 

普 通 貸 借 

又は 

証 券 発 行 

４．０％以内とす

る。ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金について、

利率の見直しを 

行った後において

は、当該見直し後の

利率とする。 

政府資金の場合はそ

の融資条件により、 

銀行その他の場合は

その債権者と協議す

るものとする。ただ

し、市財政の都合によ

り措置期間及び償還

期限を短縮し、又は繰

上償還若しくは低利

に借換えをすること

ができる。 

特 定 環 境 保 全 

公共下水道事業 
243,900 

流域下水道事業 68,000 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 
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第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、 営業費用及び

営業外費用の間の流用の場合とする。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金

額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

(1) 職員給与費 １２０，９４１千円 

(2) 交際費 ２０千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業助成に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

は、２８０，０００千円とする。 

 

平成２６年２月２５日提出 

 

富士見市長 星 野 信 吾 

 

議 決 第 ２ ６ 号 

 平成２６年３月２０日原案可決     富士見市議会議長 吉野 欽三 



1 1,841,910

1 1,281,845

1 965,413  下水道使用料の予定額

2 314,482  

3 1,950  

2 560,064

1 280  預金利息の予定額

2 280,000  一般会計からの補助金の予定額

3 271,846  長期前受金の戻入予定額

4 1,776  

5 6,162

3 1

1 1  過年度分の損益修正益

1 1,548,241

1 1,236,048

1 508,238

2 47,118

3 38,375

4 300

5 642,017

2 291,773

1 291,273

2 500

3 19,920

1 300

2 19,620 貸倒引当金繰入額等

4 500

1 500

過 年 度
損 益 修 正 損

特 別 損 失

予 備 費

 下水道指定工事店指定手数料等の予定額

 汚水及び雨水処理負担金等の予定額

その他特別損失

長 期 前 受 金 戻 入

消費税及び地方消
費 税 還 付 金

営 業 外 費 用

款

支　　　　　　　　出
（単位：千円）

備　　　　　　考

 過誤納に伴う還付金等（過年度分）

予 備 費

平成２６年度　富士見市下水道事業会計予算実施計画

（単位：千円）

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

目
款

 企業債及び一時借入金の利子

予　定　額 備　　　　　　考
項

下水道事業収益

特 別 利 益

他 会 計 負 担 金

水 洗 化 促 進 費

支 払 利 息

そ の 他 の
営 業 収 益

受 取 利 息

下 水 道 使 用 料

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

項

下水道事業費用

総 係 費

 勝瀬原調整池及び桜井雨水幹線占用料等の予定額

 消費税及び地方消費税還付金の予定額

営 業 収 益

 固定資産等の減価償却費

 水洗化促進に要する経費

雑 支 出

 使用料の徴収業務等に要する経費

 下水道事業の総括的経費

 管渠の維持管理に要する経費

業 務 費

管 渠 費

減 価 償 却 費

営 業 費 用

営 業 外 収 益

 過年度分の損益修正損

過 年 度
損 益 修 正 益

目 予　定　額
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1 1,145,683

1 680,400

1 680,400

2 294,000

1 294,000

3 171,283

1 171,283

1 1,907,201

1 1,104,117

1 96,683

2 532,591

3 406,863

4 67,980

2 802,084

1 802,084

3 1,000

1 1,000

資本的収入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

負 担 金

負 担 金

国庫(県)補助金

企 業 債

企 業 債

（単位：千円）
款

国庫（県）補助金

 下水道施設の建設に対する企業債

目

収　　　　　　　入

備　　　　　　考
項

（単位：千円）

備　　　　　　考

支　　　　　　　　出

 下水道施設の建設に対する国庫補助金

項

 流域下水道事業建設負担金

特定環境保全公共
下水道建設事業費

流 域 下 水 道
事 業 費

予　定　額

建 設 改 良 費

建 設 総 係 費

資本的支出

款

 特定環境保全公共下水道の建設に要する経費

公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

目

 下水道建設事業に要する事務費

 公共下水道の建設に要する経費

予 備 費

償 還 金

 企業債元金の償還金企 業 債 償 還 金

予 備 費

 受益者負担金及び一般会計等負担金

予　定　額

- 5 -



（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 238,084

減価償却費 642,017

固定資産除却費 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,002

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,310

長期前受金戻入額 △ 271,846

受取利息及び受取配当金 △ 280

支払利息 291,273

未収金の増減額（△は増加） 27,295

未払金の増減額(△は減少） △ 4,026

その他の流動負債の増減額（△は減少） 0

小計 947,829

利息及び配当金の受取額 280

利息の支払額 △ 291,273

業務活動によるキャッシュ・フロー 656,836

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,032,666

国庫補助金等による収入 434,959

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 597,707

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 121,684

財務活動によるキャシュ・フロー △ 121,684

資金増加額（または減少額） △ 62,555

資金期首残高 319,224

資金期末残高 256,669

平成26年度　富士見市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）
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１  総　括

一般職
　（人）

計

5 41,251 49,866

7 59,478 71,135

12 100,729 121,001

5 39,547 47,955

7 53,206 64,337

12 92,753 112,292

0 1,704 1,911

0 6,272 6,798

0 7,976 8,709

（単位：千円）

区　　分 地域手当  管理職手当

本 年 度 5,879 1,596

前 年 度 6,009 1,224

比    較 △ 130 372

２  給料及び職員手当の増減額の明細

３  給料及び手当の状況

 （１)　職員１人当たり給与  （２)　初　任　給
(単位：円)

１６０，２００ １６０，２００

大 学 卒 １８２，４００１８２，４００

 その他の増減分

 その他の増減分

一般行政職
一般会計の制度

区 分
一般行政職

扶養手当 住居手当

624

190

2,622

240

増　減　額

536

△ 2,452

事 務 ・ 技 術
区　　　　　　　　　分

9,892手　　当

給　　料

増 減 事 由 別 内 訳

(一般行政職)

法定福利費

手当の内訳

9,892

△ 1,916
 昇給に伴う増加分

620624

639

2,382

区　　分

（単位：千円）

（単位：千円）

2,432

合　計

時間外・休
日勤務手当

4,370

1,938

207

0

0

11,657

20,272

0 28,373

0

526

733

0

２６年１月１日現在

平 均 年 齢  (歳)

２５年１月１日現在

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

0

期末手当

10,394

勤勉手当

0

0

2,678

△ 1,916 

通勤手当

0

△ 942 

32,047

60

10

15,468

2,363

7,214

20,064

4,596

9,892

8,031

比
 
較

損益勘定支弁職員

合　　　　計

資本勘定支弁職員

前
年
度

合　　　　計

本
年
度

0

10

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

6010

0

職　員　数

特別職
　（人）

31,105

60

00

報　酬

17,815

平　成　２６　年　度　給　与　費　明　細　書

給　料

23,376 0

賃　金
区　　　　分

10

給　　　　　与　　　　　費

損益勘定支弁職員

60

手　当

19,539

8,408

46,188

11,131

8,615

15,137

36,296

21,159

54,481

0

0

0

24,350

56,397

△ 974 

0

0

５０．２

４２９，８７８平均給与月額 (円)

平均給料月額 (円)

３８２，９８６

平 均 年 齢  (歳) ４７．５

４７６，９７２

備　　　　考

人事異動等による減

１４８，５００

制度改正に伴う増加分

 昇給期　７月１日

説　　　　　　　明

短 大 卒

３４０，０２１

１４８，５００高 校 卒
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 （３)　級 別 職 員 数 （級別の標準的な職務内容）

 （４)　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

 （５)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

 （６)　そ の 他 の 手 当

６　級

7

主任及びこれに相当する職務

一　般　行　政　職区　分

主事補、技師補及びこれに相当する職務

主査及びこれに相当する職務

副課長及びこれに相当する職務

４　級

５　級

区　　　　　分

扶 養 手 当

地 域 手 当

２６年１月１日現在

２５年１月１日現在

６　級

(月分)

本 年 度

一般会計の制度

－

36.57

12月(月分)

－

－

７　級

計

住 居 手 当

2.05

(支給率等)

50.0

３　級 16.7

25.0

区　　　　　分

12

－

3

一　般　行　政　職

－

52.44

6月(月分)

７　級

計 12

－

36.57

1.90

支 給 率 計

1.90

20年勤続の者

３　級

２　級

４　級

1.90

８　級

５　級

６　級

8.3

２　級

6

職員数(人)

－

－

1

級

2

同

５　級

１　級

構成比(％)

４　級

前 年 度

通 勤 手 当

27.025 52.44

一般会計の制度

27.025

支給率等

同

一般会計の制度との異同

同

１　級

同

区　 分

区　分
(月分)

3.95

25年勤続の者 35年勤続の者

3.95

有

－

(月分)

2

７　級

課長及びこれに相当する職務

100.0

副部長及びこれに相当する職務

－

支給期別支給率

－

２　級

部長及びこれに相当する職務

－

8.3

－

８　級

58.3

16.7

８　級 － －

職制上の段階、職務

３　級

主事、技師及びこれに相当する職務

１　級

－

2.05

1

の級等による加算措置

16.7

100.0

2

備　　　　考

(月分)

2.05 3.95

最高限度

有

有

52.44
退職手当支給事務につい
ては、埼玉県市町村総合
事務組合による

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置

退職手当支給事務につい
ては、埼玉県市町村総合
事務組合による

(月分)

52.44

備　　　　　考その他の加算措置等
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(単位：千円）

１ 営　業　収　益

(１) 874,785

(２) 339,881

(３) 120 1,214,786

２ 営　業　費　用

(１) 452,576

(２) 44,352

(３) 40,120

(４) 33

(５) 666,134 1,203,215

11,571

３ 営 業 外 収 益

(１) 270

(２) 300,000

(３) 1,782 302,052

４ 営 業 外 費 用

(１) 313,985

(２) 1,877 315,862 △ 13,810

2,239

５ 特　別　利　益

(１) 337 337

６ 特　別　損　失

(１) 2,935 2,935 △ 2,598

4,837

55,666

50,829

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

雑 支 出

経 常 損 失

支 払 利 息

平成２５年度 富士見市下水道事業予定損益計算書
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

減 価 償 却 費

受 取 利 息

営 業 利 益

総 係 費

業 務 費

そ の 他 の 営 業 収 益

他 会 計 負 担 金

水 洗 化 促 進 費

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金

下 水 道 使 用 料

管 渠 費

前年度繰越利益剰余金

当 年 度 純 損 失
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(単位：千円）

１ 固　定　資　産

(１)

イ 土 地 339,498

ロ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 35,607,556

減 価 償 却 累 計 額 12,175,059 23,432,497

ニ 機 械 及 び 装 置 1,100

減 価 償 却 累 計 額 1,045 55

ホ 車 両 運 搬 具 3,969

減 価 償 却 累 計 額 3,451 518

ヘ 工具器具及び備品 163

減 価 償 却 累 計 額 152 11

ト 建 設 仮 勘 定 8,570

23,781,149

(２)

イ 施 設 利 用 権 2,288,694

2,288,694

(３)投　　　　　資

イ そ の 他 投 資 5,000

投 資 合 計 5,000

26,074,843

２ 流　動　資　産

(１) 319,224

(２) 215,271

534,495

26,609,338

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

未 収 金

平成２５年度 富士見市下水道事業予定貸借対照表
（平成２６年３月３１日）
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３ 固　定　負　債

(１) 182,178

182,178

４ 流　動　負　債

(１) 95,158

(２) 0

95,158

277,336

５ 資　　本　　金

(１) 2,454,735

(２)

イ 企 業 債 8,708,318 8,708,318

11,163,053

６ 剰　　余　　金

(１)

イ 国 庫 ( 県 ) 補 助 金 4,174,821

ロ 負 担 金 5,293,364

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 5,649,935

15,118,120

(２)利　益　剰　余　金

イ 当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 50,829

50,829

15,168,949

26,332,002

26,609,338

流 動 負 債 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

負　　　債　　　の　　　部

そ の 他 流 動 負 債

未 払 金

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金 合 計

借 入 資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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(単位：千円）

１ 固　定　資　産

(１)

イ 土 地 339,498

ロ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 36,577,278

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,472,267 22,105,011

ニ 機 械 及 び 装 置 1,100

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,045 55

ホ 車 両 運 搬 具 3,969

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,602 367

ヘ 工具器具及び備品 163

減 価 償 却 累 計 額 △ 152 11

ト 建 設 仮 勘 定 8,570

22,453,512

(２)

イ 施 設 利 用 権 2,271,347

2,271,347

(３)投資その他の資産

イ 投資その他の資産 5,000

投 資 合 計 5,000

24,729,859

２ 流　動　資　産

(１) 256,669

(２) 187,976

△ 16,002 171,974

428,643

25,158,502

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

（平成２７年３月３１日）

平成２６年度 富士見市下水道事業予定貸借対照表

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計
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３ 固　定　負　債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

7,826,001

ロ そ の 他 企 業 債 139,334

7,965,335

7,965,335

４ 流　動　負　債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

782,055

ロ そ の 他 企 業 債 21,422

803,477

(２) 91,132

(３)

イ 賞 与 引 当 金 9,310

9,310

903,919

５ 繰　延　収　益

(１) 15,504,979

(２) △ 6,401,747

9,103,232

17,972,486

企 業 債

固 定 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

企 業 債

長 期 前 受 金
収 益 累 積 額

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 資　　本　　金 2,454,735

７ 剰　　余　　金

(１)

イ 国 庫 ( 県 ) 補 助 金 48,100

48,100

(２)

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

4,683,181

4,683,181

4,731,281

7,186,016

25,158,502負 債 資 本 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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Ⅰ．重要な会計方針

    当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

   　

1 固定資産の減価償却の方法

　 （1） 有形固定資産

・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。

・ 主な耐用年数

　　　　 建物

　　　　 構築物

　　　　 機械及び装置

　　　　 器具及び備品

　 （2） 無形固定資産

　　 ・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。

　　 ・ 主な耐用年数

　 　 施設利用権（流域下水道建設負担金）　　　 ５０年

2 引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

　　 　 職員の退職手当に係る負担金は、富士見市一般会計が埼玉県市町村総合事務組合

        負担金条例第３条に規定のある一般負担金を除き、その全部を負担することとなっ

       ているため、退職給付負担金は計上していない。    　

（2） 賞与引当金

　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当にかかる法定福利費の支出に備

    　 えるため、当該年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

    　 上している。

（3） 貸倒引当金

　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額

    　 を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法によっている。　　　　　　

５～１５年

注　記

４０～５０年

３０～５０年

１０～２０年
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Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

 １　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち

    「下水道事業に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般

 　　会計が負担すると見込まれる額は１，４５３，８７０千円である。

Ⅲ．その他の注記

　　新会計基準移行に係る経過措置

（1） みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金

　　　　等で現に資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以

　　　　前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を

　　　　個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取

　　　　得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用い

    　　て合理的に整理している。
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項

1,841,910

営 業 収 益 1,281,845

下 水 道 使 用 料 965,413

下 水 道 使 用 料 965,413

他 会 計 負 担 金 314,482

水洗化促進負担金 150

臨 時 財 政 特 例 債
支 払 利 息 負 担 金 11,658

臨 時 措 置 分
負 担 金

3,659

水 質 規 制 負 担 金 2,808

雨 水 処 理 負 担 金 197,190

汚 水 処 理 負 担 金 99,017

その他の営業収益 1,950

手 数 料 1,950

営 業 外 収 益 560,064

受 取 利 息 280

預 金 利 息 280

他 会 計 補 助 金 280,000

一 般 会 計 補 助 金 280,000

長期前受金戻入 271,846

国 庫 ( 県 ) 補 助 金 58,726

負 担 金 100,182

受 贈 財 産 評 価 額 112,938

雑 収 益 1,776

雑 収 益 1,776

消費税及び地方 6,162

消 費 税 還 付 金 消費税及び地方消
費 税 還 付 金

6,162

特 別 利 益 1

過年度損益修正益 1

過年度損益修正益 1

平　成　２６　年　度　 予　算　積　算　資　料

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入

款
目

（単位：千円）

節

雨水処理に係る一般会計負担金等

予 定 額 備　　　　　考

流域下水道債臨時措置分支払利息に係る
一般会計負担金

水質検査に係る一般会計負担金

臨時財政特例債支払利息に係る一般会計負担金

下水道事業収益

水洗化促進に係る一般会計負担金

有収水量　　　10,084,625㎥

一般会計からの補助金

過年度分の損益修正益

勝瀬原調整池及び桜井雨水幹線占用料等

汚水処理に係る他会計負担金等

預金利息

下水道指定工事店指定手数料等
排水設備責任技術者登録手数料等

消費税及び地方消費税還付金
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項

1,548,241

営 業 費 用 1,236,048

管 渠 費 508,238

給 料 4,851

手 当 2,153 扶養手当 地域手当

通勤手当 住居手当

期末手当 勤勉手当

時間外勤務手当

賞与引当金繰入額 812 賞与引当金

法定福利費引当金

法 定 福 利 費 1,552

旅 費 2

被 服 費 23

燃 料 費 345

光 熱 水 費 7,919

通 信 運 搬 費 923

委 託 料 41,415

賃 借 料 453

修 繕 費 19,440

材 料 費 2,051

工 事 請 負 費 21,327

負 担 金 404,972 流域下水道維持管理負担金

砂川堀雨水幹線維持管理負担金

三芳町維持管理負担金

退職手当負担金

業 務 費 47,118

給 料 4,470

手 当 2,077 扶養手当 地域手当

通勤手当 住居手当

期末手当 勤勉手当

時間外勤務手当

賞与引当金繰入額 750 賞与引当金

法定福利費引当金

法 定 福 利 費 1,431

旅 費 2

被 服 費 7

通 信 運 搬 費 56

委 託 料 37,341

負 担 金 984

総 係 費 38,375

416

職員出張旅費

781

退職手当負担金              

191

公共下水道供用開始通知発送代等

638

112

使用料徴収事務委託等

別所雨水ポンプ場維持管理業務・水質検査

800

387,506

（単位：千円）

予 定 額

別所雨水ポンプ場監視業務等

管渠関係職員　　１人

備　　　　　考

支　　　　　　　　出

目
款

下水道事業費用

節

156

156

30 30

501

40 30

23

砂川堀第２雨水幹線等維持管理負担金等

1,068

緊急修繕待機業務・ポンプ保守点検

管渠維持に必要な材料

691

453

人孔蓋取替工事等

5,950

雨水幹線除草、汚水ポンプ場巡回、応急措置業務

職員出張旅費

845

138

各ポンプ場緊急連絡用電話代

被服一式

水谷東ポンプ場等電気代
別所雨水ポンプ場電気代及び上下水道使用料等

業務関係職員　　１人

砂川堀第3-1処理分区(ふじみ野市起債利息)

463

市町村職員共済組合納付金

被服一式

別所雨水ポンプ場発電機燃料代

汚水ポンプ場清掃業務・管渠清掃

市町村職員共済組合納付金

9,625

管渠埋設用地賃借料

121

舗装・人孔修繕及びポンプ場等修繕
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項

（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考目
款

節

報 酬 60

給 料 14,055

手 当 7,156 扶養手当 地域手当

通勤手当 住居手当

期末手当 勤勉手当

時間外勤務手当

管理職手当

賞与引当金繰入額 2,373 賞与引当金

法定福利費引当金

法 定 福 利 費 4,508

旅 費 4

被 服 費 7

備 消 品 費 579

燃 料 費 173

印 刷 製 本 費 22

通 信 運 搬 費 1

食 料 費 3

委 託 料 1,898 新企業会計システム保守料等

賃 借 料 2

修 繕 費 270

購 読 料 33

保 険 料 176 自動車任意保険料等

下水道施設に係る賠償責任保険料

交 際 費 20

手 数 料 4

雑 費 10

研 修 費 16

負 担 金 3,526 退職手当負担金

日本下水道協会等負担金

貸倒引当金繰入額 3,479 下水道使用料分

受益者負担金分

水 洗 化 促 進 費 300

水洗化利子補給金 45

生 活 保 護 世 帯
補 助 金 255

減 価 償 却 費 642,017

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 561,726

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 80,291

営 業 外 費 用 291,773

支 払 利 息 291,273

企 業 債 利 息 290,779 公共下水道債利子(汚水分)

公共下水〃債利子(雨水分)

流域下水道債利子

特環下水道債利子

資本費平準化債利子

公共下水道借換債利子

一 時 借 入 金 利 息 494

諸用紙印刷代       

下水道事業審議会委員日額報酬

321

市町村職員共済組合納付金

職員出張旅費                   

60

新企業会計制度移行アドバイザリｰ業務委託

157

組戻手数料

事務連絡用切手代

下水道事業審議会委員お茶代

下水道事業管理者交際費

158

19

自動車等修繕

下水道経理関係等購読料

433

179,944

395

一時借入金利子

3,084

構築物等減価償却費

38,755

水洗化利子補給金

3,000

237

46,634

施設利用権(流域下水道関係)

22,209

3,093

588

職員研修費

生活保護世帯水洗化補助金

372

1,325

企業会計用プリンターリース料    

2,021

352

5,634

有料道路使用料

公用車燃料費

事務用備消耗品購入代

509

被服一式

2,477

総係関係職員　　３人

1,504
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項

（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考目
款

節

雑 支 出 500

雑 支 出 500

特 別 損 失 19,920

過年度損益修正損 300

過年度損益修正損 300

その他特別損失 19,620

そ の 他 特 別 損 失 19,620 期末、勤勉手当等

貸倒引当金繰入額

予 備 費 500

予 備 費 500

予 備 費 500

過誤納に伴う還付金等(過年度分)

予算外及び予算超過の支出に充当するための予備費

過年度分の損益修正損

3,618

16,002
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項

1,145,683

企 業 債 680,400

企 業 債 680,400

補 助 事 業

単 独 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

国庫(県)補助金 294,000

国庫(県)補助金 294,000

公 共 下 水 道 費
国 庫 補 助 金

144,000

特 定 環 境 保 全 公 共
下水道費国庫補助金

150,000

負 担 金 171,283

負 担 金 171,283

受 益 者 負 担 金 48,536

他 会 計 負 担 金 122,747

項

1,907,201

建 設 改 良 費 1,104,117

建 設 総 係 費 96,683

給 料 31,105

手 当 23,796 扶養手当 地域手当

通勤手当 住居手当

期末手当 勤勉手当

時間外勤務手当

管理職手当

賞与引当金繰入額 5,375 賞与引当金

法定福利費引当金

法 定 福 利 費 10,859 市町村職員共済組合納付金        

嘱託職員社会保険料

報 償 費 5,534

賃 金 2,996

旅 費 8

被 服 費 127

備 消 品 費 131

燃 料 費 116

印 刷 製 本 費 143

通 信 運 搬 費 186

1,224

243,900

1,500

特定環境保全公共下水道事業に係る補助金

公共下水道事業に伴う一般会計等負担金

備　　　　　考

504

4,577

受益者負担金一括納付報奨金

3,532

8,660

公 共 下 水 道 債 368,500
231,700

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 債

142,500

101,400

流 域 下 水 道 債

75

10,784

68,000

受益者負担金

支　　　　　　　　出
（単位：千円）

予 定 額

公共下水道事業に係る補助金

66,500

受益者負担金徴収に関する郵送代

受益者負担金納付書封筒・公共下水道計画図印刷代

節

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入

（単位：千円）

資 本 的 収 入

予 定 額 備　　　　　考節目
款

136,800

資 本 的 支 出

建設に必要な事務用備消耗品購入代

建設関係職員　　７人

目
款

1,722

職員出張旅費

3,411

公用車燃料費

4,495

248

被服一式

パート賃金

798
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項

（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考節目
款

委 託 料 7,136

修 繕 費 162

購 読 料 53

保 険 料 18

手 数 料 26

負 担 金 8,912

532,591

委 託 料 73,400

賃 借 料 375

補 償 金 20,000

工 事 請 負 費 438,500

柳瀬第９汚水管渠築造工事

負 担 金 316

406,863

委 託 料 18,500 実施設計委託料

賃 借 料 63

補 償 金 20,000

工 事 請 負 費 368,300 新河岸第14汚水管渠築造工事

67,980

負 担 金 67,980 荒川右岸流域下水道事業建設負担金

補 助 分

県 単 分

償 還 金 802,084

企 業 債 償 還 金 802,084

公 共 下 水 道 債
償 還 金

540,803

流 域 下 水 道 債
償 還 金

92,348

特 定 環 境 保 全 公
共下水道債償還金

117,515

資 本 費 平 準 化 債
償 還 金

21,422

公共下水道借換債
償 還 金

29,996

予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

自動車任意保険料等

退職手当負担金、電子機器利用料負担金

特定環境保全公共下水道債元金償還

取付管設置工事

補償金（上水道・ガス・電話・電気・家屋等)

66,533

1,447

舗装本復旧工事

公共下水道債元金償還

取付管設置工事

積算基準及び標準歩掛等購読料

自動車等修繕

受益者負担金システム更新・保守等

公共下水道工事に伴う地下埋設物等移設

実施設計委託料等

仮設道路用地等借上料

流域下水道債元金償還

仮設道路用地等借上料

特定環境保全公共下水道工事に伴う地下埋設物

等移設補償金（上水道・ガス・電話・電気・家屋等)

公共下水道借換債元金償還

資本費平準化債元金償還

土木積算データ使用料等    

流 域 下 水 道
事 業 費

江川第２処理分区(西口)

尺地堀雨水幹線築造工事

私道対策事業

舗装本復旧工事

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

砂川堀第３－１処理分区(起債元金償還)
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